
 

 

議案第  号 
宝塚市立地域児童育成会条例の一部を改正する条例の制定について  宝塚市立地域児童育成会条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。   令和３年（２０２１年）５月  日提出                            宝塚市長 ● ● ● ●  

宝塚市条例第  号 
宝塚市立地域児童育成会条例の一部を改正する条例 

宝塚市立地域児童育成会条例（平成１６年条例第９号）の一部を次のように改正する。 
別表第１を次のように改める。  名称 位置 
宝塚市立仁川小学校地域児童育成会 宝塚市仁川宮西町１番２５号 
宝塚市立良元小学校地域児童育成会 宝塚市小林５丁目２番４２号 
宝塚市立長尾南小学校地域児童育成会 宝塚市山本南２丁目１０番１号 
宝塚市立小浜小学校地域児童育成会 宝塚市小浜４丁目７番１０号 
宝塚市立西山小学校地域児童育成会 宝塚市野上６丁目２番１号 
宝塚市立安倉小学校地域児童育成会 宝塚市安倉中６丁目１番１号 
宝塚市立末成小学校地域児童育成会 宝塚市末成町１番１号 
宝塚市立逆瀬台小学校地域児童育成会 宝塚市逆瀬台６丁目１番１号 
宝塚市立美座小学校地域児童育成会 宝塚市美座２丁目６番１号 
宝塚市立末広小学校地域児童育成会 宝塚市末広町３番１号 
宝塚市立光明小学校地域児童育成会 宝塚市光明町８番４０号 
宝塚市立丸橋小学校地域児童育成会 宝塚市山本丸橋４丁目１３番１号 
宝塚市立高司小学校地域児童育成会 宝塚市高司４丁目４番５５号 
宝塚市立売布小学校地域児童育成会 宝塚市売布ガ丘１番２０号 
宝塚市立宝塚第一小学校地域児童育成会 宝塚市野上１丁目３番３５号 
宝塚市立安倉北小学校地域児童育成会 宝塚市安倉北５丁目１番１号 
宝塚市立長尾小学校地域児童育成会 宝塚市山本東１丁目１０番１０号 



 

 

宝塚市立中山五月台小学校地域児童育成会 宝塚市中山五月台７丁目４番１号 
宝塚市立長尾台小学校地域児童育成会 宝塚市長尾台１丁目１番１号 
宝塚市立宝塚小学校地域児童育成会 宝塚市川面１丁目７番３４号 
宝塚市立中山桜台小学校地域児童育成会 宝塚市中山桜台４丁目１２番１号 
宝塚市立すみれガ丘小学校地域児童育成会 宝塚市すみれガ丘１丁目５番１号 
宝塚市立山手台小学校地域児童育成会 宝塚市山手台西３丁目１番１号 
宝塚市立西谷小学校地域児童育成会 宝塚市大原野字石保３４番地の１ 

附 則  この条例は、公布の日から施行する。 



宝塚市立地域児童育成会条例(平成16年条例第9号)新旧対照表 

現行 改正案 

○宝塚市立地域児童育成会条例 ○宝塚市立地域児童育成会条例 
平成16年3月31日 平成16年3月31日 

条例第9号 条例第9号 

注 平成18年3月30日条例第15号から条文注

記入る。 

注 平成18年3月30日条例第15号から条文注

記入る。 

改正 平成18年 3月30日条例第15号 改正 平成18年 3月30日条例第15号 

平成20年 3月31日条例第14号 平成20年 3月31日条例第14号 

平成22年 3月31日条例第18号 平成22年 3月31日条例第18号 

平成23年12月28日条例第31号 平成23年12月28日条例第31号 

平成24年12月26日条例第47号 平成24年12月26日条例第47号 

平成25年 7月 9日条例第33号 平成25年 7月 9日条例第33号 

平成26年10月16日条例第32号 平成26年10月16日条例第32号 

平成27年12月22日条例第51号 平成27年12月22日条例第51号 

(設置) (設置) 

第1条 児童福祉法(昭和22年法律第164号)第

6条の3第2項に規定する放課後児童健全育

成事業を行うため、宝塚市立地域児童育成

会(以下「育成会」という。)を設置する。 

第1条 児童福祉法(昭和22年法律第164号)第

6条の3第2項に規定する放課後児童健全育

成事業を行うため、宝塚市立地域児童育成

会(以下「育成会」という。)を設置する。 

(平18条例15・平24条例47・一部改正) (平18条例15・平24条例47・一部改正) 

(名称及び位置) (名称及び位置) 

第2条 育成会の名称及び位置は、別表第1の

とおりとする。 

第2条 育成会の名称及び位置は、別表第1の

とおりとする。 

(事業) (事業) 

第3条 育成会は、児童の健康と安全に配慮し

つつ、健全育成と福祉向上を図るため、放

課後において次に掲げる事業を行う。 

第3条 育成会は、児童の健康と安全に配慮し

つつ、健全育成と福祉向上を図るため、放

課後において次に掲げる事業を行う。 

(1) 自主的な学習の促進による自学自習

の精神及び生活態度のかん養に関するこ

と。 

(1) 自主的な学習の促進による自学自習

の精神及び生活態度のかん養に関するこ

と。 

(2) 異年齢集団活動による仲間づくりの

推進に関すること。 

(2) 異年齢集団活動による仲間づくりの

推進に関すること。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、児童の興

味関心の発揚と情操の高揚に関すること。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、児童の興

味関心の発揚と情操の高揚に関すること。 

2 市長が必要があると認める育成会につい

ては、事業時間を延長して前項に規定する

事業を行う。 

2 市長が必要があると認める育成会につい

ては、事業時間を延長して前項に規定する

事業を行う。 

(平20条例14・一部改正) (平20条例14・一部改正) 

(入所の資格) (入所の資格) 

第4条 育成会に入所できる児童(以下「対象

児童」という。)は、市内に住所を有し、小

第4条 育成会に入所できる児童(以下「対象

児童」という。)は、市内に住所を有し、小



学校に在学する児童で、保護者の就労、長

期にわたる疾病等の理由により、下校後家

庭において適切な指導を受けることができ

ないものとする。 

学校に在学する児童で、保護者の就労、長

期にわたる疾病等の理由により、下校後家

庭において適切な指導を受けることができ

ないものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要

があると認めた児童は、育成会に入所する

ことができる。 

2 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要

があると認めた児童は、育成会に入所する

ことができる。 

(平26条例32・平27条例51・一部改正) (平26条例32・平27条例51・一部改正) 

(入所の許可) (入所の許可) 

第5条 児童を育成会に入所させようとする

保護者は、毎年度、市長に申請し、その許

可を受けなければならない。 

第5条 児童を育成会に入所させようとする

保護者は、毎年度、市長に申請し、その許

可を受けなければならない。 

2 市長は、必要があると認めるときは、児童

の面接を行い、又は保護者に必要な書類の

提出を求めることができる。 

2 市長は、必要があると認めるときは、児童

の面接を行い、又は保護者に必要な書類の

提出を求めることができる。 

(入所の制限) (入所の制限) 

第6条 市長は、対象児童のうち、次の各号の

いずれかに該当する者に対して育成会への

入所を許可しない。 

第6条 市長は、対象児童のうち、次の各号の

いずれかに該当する者に対して育成会への

入所を許可しない。 

(1) 伝染性の疾病のある者 (1) 伝染性の疾病のある者 

(2) 育成会活動に適合できないと認めら

れる者 

(2) 育成会活動に適合できないと認めら

れる者 

(入所許可の取消し) (入所許可の取消し) 

第7条 市長は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第5条の許可を取り消すことがで

きる。 

第7条 市長は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、第5条の許可を取り消すことがで

きる。 

(1) 第4条の規定に該当しなくなったと

き。 

(1) 第4条の規定に該当しなくなったと

き。 

(2) 前条の規定に該当したとき。 (2) 前条の規定に該当したとき。 

(3) 入所申請書に虚偽の記載があったと

き。 

(3) 入所申請書に虚偽の記載があったと

き。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、育成会の

管理上必要な指示に従わないとき。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、育成会の

管理上必要な指示に従わないとき。 

(育成料) (育成料) 

第8条 入所の許可を受けた児童の保護者は、

育成料を納付しなければならない。 

第8条 入所の許可を受けた児童の保護者は、

育成料を納付しなければならない。 

2 第3条第1項に規定する事業に係る育成料

は児童1人につき月額8,000円とし、同条第2

項に規定する事業に係る育成料は児童1人

につき次の各号に掲げる延長して利用する

時間の区分に応じ、当該各号に定める金額

とする。 

2 第3条第1項に規定する事業に係る育成料

は児童1人につき月額8,000円とし、同条第2

項に規定する事業に係る育成料は児童1人

につき次の各号に掲げる延長して利用する

時間の区分に応じ、当該各号に定める金額

とする。 

(1) 1時間 月額9,600円 (1) 1時間 月額9,600円 

(2) 1時間30分 月額10,400円 (2) 1時間30分 月額10,400円 



(3) 2時間 月額11,200円 (3) 2時間 月額11,200円 

(平20条例14・平23条例31・一部改正) (平20条例14・平23条例31・一部改正) 

(育成料の減免) (育成料の減免) 

第9条 市長は、別表第2に定めるところによ

り、育成料を減額し、又は免除することが

できる。 

第9条 市長は、別表第2に定めるところによ

り、育成料を減額し、又は免除することが

できる。 

2 前項の規定にかかわらず、同一世帯におい

て2人以上の児童を入所させた場合の最も

年齢の高い児童以外の児童については、第8

条第2項に規定する額(前項の規定により減

額されたときは、当該減額後の額)の2分の1

に相当する額を減額する。 

2 前項の規定にかかわらず、同一世帯におい

て2人以上の児童を入所させた場合の最も

年齢の高い児童以外の児童については、第8

条第2項に規定する額(前項の規定により減

額されたときは、当該減額後の額)の2分の1

に相当する額を減額する。 

(還付) (還付) 

第10条 既納の育成料は、還付しない。ただ

し、市長が特別の理由があると認めるとき

は、その全部又は一部を還付することがで

きる。 

第10条 既納の育成料は、還付しない。ただ

し、市長が特別の理由があると認めるとき

は、その全部又は一部を還付することがで

きる。 

(委任) (委任) 

第11条 この条例の施行について必要な事項

は、規則で定める。 

第11条 この条例の施行について必要な事項

は、規則で定める。 

附 則 附 則 

(施行期日) (施行期日) 

1 この条例は、平成17年4月1日から施行す

る。 

1 この条例は、平成17年4月1日から施行す

る。 

(平24条例47・旧附則・一部改正) (平24条例47・旧附則・一部改正) 

(所得の計算の特例) (所得の計算の特例) 

2 当分の間、別表第2の規定の適用について

は、同表に規定する市民税の所得割の額の

算定の基礎とする課税総所得金額は、地方

税法(昭和25年法律第226号)第314条の3第2

項の規定にかかわらず、同項の規定により

算定した課税総所得金額から次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

額を控除した額とする。 

2 当分の間、別表第2の規定の適用について

は、同表に規定する市民税の所得割の額の

算定の基礎とする課税総所得金額は、地方

税法(昭和25年法律第226号)第314条の3第2

項の規定にかかわらず、同項の規定により

算定した課税総所得金額から次の各号に掲

げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

額を控除した額とする。 

(1) 地方税法第292条第1項第8号に規定す

る扶養親族(16歳未満の者に限る。)がある

場合 当該扶養親族1人につき33万円 

(1) 地方税法第292条第1項第8号に規定す

る扶養親族(16歳未満の者に限る。)がある

場合 当該扶養親族1人につき33万円 

(2) 地方税法第292条第1項第8号に規定す

る扶養親族(16歳以上19歳未満の者に限

る。)がある場合 当該扶養親族1人につき

12万円 

(2) 地方税法第292条第1項第8号に規定す

る扶養親族(16歳以上19歳未満の者に限

る。)がある場合 当該扶養親族1人につき

12万円 

(平24条例47・追加) (平24条例47・追加) 

附 則(平成18年条例第15号) 附 則(平成18年条例第15号) 

この条例中第1条の規定は平成18年4月1日

から、第2条の規定は同年10月1日から施行す

この条例中第1条の規定は平成18年4月1日

から、第2条の規定は同年10月1日から施行す



る。 る。 

附 則(平成20年条例第14号) 附 則(平成20年条例第14号) 

この条例は、平成20年4月1日から施行する。 この条例は、平成20年4月1日から施行する。 

附 則(平成22年条例第18号) 附 則(平成22年条例第18号) 

この条例は、平成22年4月1日から施行する。 この条例は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成23年条例第31号) 附 則(平成23年条例第31号) 

この条例は、平成24年4月1日から施行する。 この条例は、平成24年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年条例第47号) 附 則(平成24年条例第47号) 

(施行期日) (施行期日) 

1 この条例は、平成25年4月1日から施行す

る。ただし、第1条の改正規定は、公布の日

から施行する。 

1 この条例は、平成25年4月1日から施行す

る。ただし、第1条の改正規定は、公布の日

から施行する。 

(経過措置) (経過措置) 

2 改正後の附則第2項の規定は、平成25年4月

以後の月分の育成料の減免について適用

し、平成25年3月までの月分の育成料の減免

については、なお従前の例による。 

2 改正後の附則第2項の規定は、平成25年4月

以後の月分の育成料の減免について適用

し、平成25年3月までの月分の育成料の減免

については、なお従前の例による。 

附 則(平成25年条例第33号) 附 則(平成25年条例第33号) 

この条例は、平成25年8月1日から施行する。 この条例は、平成25年8月1日から施行する。 

附 則(平成26年条例第32号) 附 則(平成26年条例第32号) 

この条例中第1条の規定は平成27年4月1日

から、第2条の規定は子ども・子育て支援法及

び就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律の一部を改正

する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律(平成24年法律第67号)の施行の日か

ら施行する。 

この条例中第1条の規定は平成27年4月1日

から、第2条の規定は子ども・子育て支援法及

び就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律の一部を改正

する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関

する法律(平成24年法律第67号)の施行の日か

ら施行する。 

附 則(平成27年条例第51号) 附 則(平成27年条例第51号) 

この条例は、平成28年4月1日から施行する。 この条例は、平成28年4月1日から施行する。 

 附 則(令和3年条例第 号) 

 この条例は、交付の日から施行する。 

別表第1(第2条関係) 別表第1(第2条関係) 

(平22条例18・平25条例33・一部改正) (平22条例18・平25条例33・令3条例

 ・一部改正) 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

別表第2(第9条関係) 別表第2(第9条関係) 

(平20条例14・一部改正) (平20条例14・一部改正) 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 



 

【別記1】 

 

現行 

名称 位置 

宝塚市立仁川小学校第一地域児童育成会 宝塚市仁川宮西町1番25号 

宝塚市立仁川小学校第二地域児童育成会 宝塚市仁川宮西町1番25号 

宝塚市立良元小学校第一地域児童育成会 宝塚市小林5丁目2番42号 

宝塚市立良元小学校第二地域児童育成会 宝塚市小林5丁目2番42号 

宝塚市立長尾南小学校第一地域児童育成会 宝塚市山本南2丁目10番1号 

宝塚市立長尾南小学校第二地域児童育成会 宝塚市山本南2丁目10番1号 

宝塚市立小浜小学校地域児童育成会 宝塚市小浜4丁目7番10号 

宝塚市立西山小学校地域児童育成会 宝塚市野上6丁目2番1号 

宝塚市立安倉小学校地域児童育成会 宝塚市安倉中6丁目1番1号 

宝塚市立末成小学校地域児童育成会 宝塚市末成町1番1号 

宝塚市立逆瀬台小学校地域児童育成会 宝塚市逆瀬台6丁目1番1号 

宝塚市立美座小学校地域児童育成会 宝塚市美座2丁目6番1号 

宝塚市立末広小学校地域児童育成会 宝塚市末広町3番1号 

宝塚市立光明小学校地域児童育成会 宝塚市光明町8番40号 

宝塚市立丸橋小学校第一地域児童育成会 宝塚市山本丸橋4丁目13番1号 

宝塚市立丸橋小学校第二地域児童育成会 宝塚市山本丸橋4丁目13番1号 

宝塚市立高司小学校地域児童育成会 宝塚市高司4丁目4番55号 

宝塚市立売布小学校第一地域児童育成会 宝塚市売布ガ丘1番20号 

宝塚市立売布小学校第二地域児童育成会 宝塚市売布ガ丘1番20号 

宝塚市立宝塚第一小学校第一地域児童育成会 宝塚市野上1丁目3番35号 

宝塚市立宝塚第一小学校第二地域児童育成会 宝塚市野上1丁目3番35号 

宝塚市立安倉北小学校地域児童育成会 宝塚市安倉北5丁目1番1号 

宝塚市立長尾小学校第一地域児童育成会 宝塚市山本東1丁目10番10号 

宝塚市立長尾小学校第二地域児童育成会 宝塚市山本東1丁目10番10号 

宝塚市立中山五月台小学校地域児童育成会 宝塚市中山五月台7丁目4番1号 

宝塚市立長尾台小学校地域児童育成会 宝塚市長尾台1丁目1番1号 

宝塚市立宝塚小学校第一地域児童育成会 宝塚市川面1丁目7番34号 

宝塚市立宝塚小学校第二地域児童育成会 宝塚市川面1丁目7番34号 

宝塚市立中山桜台小学校地域児童育成会 宝塚市中山桜台4丁目25番1号 



宝塚市立すみれガ丘小学校地域児童育成会 宝塚市すみれガ丘1丁目5番1号 

宝塚市立山手台小学校第一地域児童育成会 宝塚市山手台西3丁目1番1号 

宝塚市立山手台小学校第二地域児童育成会 宝塚市山手台西3丁目1番1号 

宝塚市立西谷小学校地域児童育成会 宝塚市大原野字石保34番地の1 

 

改正案 

名称 位置 

宝塚市立仁川小学校第一地域児童育成会 宝塚市仁川宮西町1番25号 

宝塚市立仁川小学校第二地域児童育成会 宝塚市仁川宮西町1番25号 

宝塚市立良元小学校第一地域児童育成会 宝塚市小林5丁目2番42号 

宝塚市立良元小学校第二地域児童育成会 宝塚市小林5丁目2番42号 

宝塚市立長尾南小学校第一地域児童育成会 宝塚市山本南2丁目10番1号 

宝塚市立長尾南小学校第二地域児童育成会 宝塚市山本南2丁目10番1号 

宝塚市立小浜小学校地域児童育成会 宝塚市小浜4丁目7番10号 

宝塚市立西山小学校地域児童育成会 宝塚市野上6丁目2番1号 

宝塚市立安倉小学校地域児童育成会 宝塚市安倉中6丁目1番1号 

宝塚市立末成小学校地域児童育成会 宝塚市末成町1番1号 

宝塚市立逆瀬台小学校地域児童育成会 宝塚市逆瀬台6丁目1番1号 

宝塚市立美座小学校地域児童育成会 宝塚市美座2丁目6番1号 

宝塚市立末広小学校地域児童育成会 宝塚市末広町3番1号 

宝塚市立光明小学校地域児童育成会 宝塚市光明町8番40号 

宝塚市立丸橋小学校第一地域児童育成会 宝塚市山本丸橋4丁目13番1号 

宝塚市立丸橋小学校第二地域児童育成会 宝塚市山本丸橋4丁目13番1号 

宝塚市立高司小学校地域児童育成会 宝塚市高司4丁目4番55号 

宝塚市立売布小学校第一地域児童育成会 宝塚市売布ガ丘1番20号 

宝塚市立売布小学校第二地域児童育成会 宝塚市売布ガ丘1番20号 

宝塚市立宝塚第一小学校第一地域児童育成会 宝塚市野上1丁目3番35号 

宝塚市立宝塚第一小学校第二地域児童育成会 宝塚市野上1丁目3番35号 

宝塚市立安倉北小学校地域児童育成会 宝塚市安倉北5丁目1番1号 

宝塚市立長尾小学校第一地域児童育成会 宝塚市山本東1丁目10番10号 

宝塚市立長尾小学校第二地域児童育成会 宝塚市山本東1丁目10番10号 

宝塚市立中山五月台小学校地域児童育成会 宝塚市中山五月台7丁目4番1号 

宝塚市立長尾台小学校地域児童育成会 宝塚市長尾台1丁目1番1号 

宝塚市立宝塚小学校第一地域児童育成会 宝塚市川面1丁目7番34号 



宝塚市立宝塚小学校第二地域児童育成会 宝塚市川面1丁目7番34号 

宝塚市立中山桜台小学校地域児童育成会 宝塚市中山桜台4丁目12番1号 

宝塚市立すみれガ丘小学校地域児童育成会 宝塚市すみれガ丘1丁目5番1号 

宝塚市立山手台小学校第一地域児童育成会 宝塚市山手台西3丁目1番1号 

宝塚市立山手台小学校第二地域児童育成会 宝塚市山手台西3丁目1番1号 

宝塚市立西谷小学校地域児童育成会 宝塚市大原野字石保34番地の1 

 

【別記2】 

 

現行 

児童の属する世帯の階層区分等 減額又は免除 

前年度分市民税の所得割の額(世帯構成員中2人以上の

所得がある場合については、所得割の額の合計額とす

る。以下同じ。)が6万円以上15万円未満の世帯 

育成料の4分の1に相当する額の減額 

前年度分市民税の所得割の額が6万円未満の世帯 育成料の2分の1に相当する額の減額 

前年度分市民税の所得割が非課税の世帯 免除 

生活保護法(昭和25年法律第144号)による被保護世帯 免除 

上記に定めるもののほか、規則で定める世帯 その都度市長が定める額の減額又は免

除 

 

改正案 

児童の属する世帯の階層区分等 減額又は免除 

前年度分市民税の所得割の額(世帯構成員中2人以上の

所得がある場合については、所得割の額の合計額とす

る。以下同じ。)が6万円以上15万円未満の世帯 

育成料の4分の1に相当する額の減額 

前年度分市民税の所得割の額が6万円未満の世帯 育成料の2分の1に相当する額の減額 

前年度分市民税の所得割が非課税の世帯 免除 

生活保護法(昭和25年法律第144号)による被保護世帯 免除 

上記に定めるもののほか、規則で定める世帯 その都度市長が定める額の減額又は免

除 

 


